別記様式第２号（第３条、第１１条、第１２条関係）

事後審査型条件付き一般競争入札（総合評価落札方式）参加資格要件確認申請書

年　　月　　日

足　利　市　長　　　宛て
共同企業体の名称


特定建設工事共同企業体
　住所
　　　　　　　　　　　代表者　商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　住所
　　　　　　　　　　　構成員　商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和５（2023）年５月３１日公告の下記の建設工事に係る事後審査型条件付き一般競争入札（総合評価落札方式）について、関係書類を添えて入札参加資格要件確認の申請をいたします。

　なお、本申請書及び確認資料の記載事項は事実と相違ないことを誓約いたします。

	工事(委託)名
	足利市斎場　待合棟２・式場棟建設工事（機械設備工事）

	工事(委託)場所
	足利市　新山町


	足利市建設工事入札参加資格審査申請の有無
	有　・　無

	地方自治法施行令第167条の4第１項の該当の有無

（契約を締結する能力を有しない者など）
	有　・　無

	地方自治法施行令第167条の4第2項の該当の有無

（入札参加制限）
	有　・　無

	公告日から開札日における足利市の指名停止の有無
	有　・　無

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号若しくは同条第６号又は足利市暴力団排除条例第６条の規定の該当の有無
	有　・　無

	無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員の該当の有無
	有　・　無

	社会保険等の加入状況
	健康保険　　　加入 ・ 未加入 ・ 適用除外
厚生年金保険　加入 ・ 未加入 ・ 適用除外
雇用保険　　　加入 ・ 未加入 ・ 適用除外

	管工事に関する特定建設業の許可番号及び有効期間
	（　特定　）第　　　　号

　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	この工事に配置する監理技術者の氏名及び資格
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふり),氏)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(がな),名)
	年齢
	
	　　才

	
	法令等による施工管理技士等の級、種類、合格証の番号
	　　　級　　　　　　　　　　施工管理技士
番号(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	その他
の資格

番　号(　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	監理技術者資格者証番号
	

	
	建設業法第７条第１号又は第１５条第１号に規定する経営業務の管理責任者の該当の有無
	有　・　無

	
	建設業法第７条第２号又は第１５条第２号に規定する営業所の専任技術者の該当の有無
	有　・　無

	出　　資　　割　　合
	　　　　　　％

	この工事に配置予定の現場代理人のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏名)
	

	会社更生法に基づく更生手続開始の申立の有無
	有　・　無

	民事再生法に基づく再生手続開始の申立の有無
	有　・　無

	本工事の設計業務等受託者の株式の100分の50を有し、又はその出資の総額の100分の50を超える出資の有無
	有　・　無

	建設業者の代表権を有する役員が、本工事の設計業務等受託者の代表権を有する役員の兼務の有無
	有　・　無

	本工事に係る一抜け工事落札の有無
	有　・　無

	入札公告３－キに掲げる工事の施工の有無
	有　・　無

	企業の施工実績

	工事（委託）名
	工事（委託）場所
	工事（委託）概要
	請負金額
	工事（委託）期　間
	配置予定技術者

担　当　実　績

	
	
	
	
	
	

	配置予定技術者の施工経験

	工事（委託）名
	工事（委託）場所
	工事（委託）概要
	請負金額
	工事（委託）期　間
	配置予定技術者

担　当　実　績

	
	
	
	
	
	


（注意事項）

１　経営業務の管理責任者及び営業所の専任技術者は、請負代金額が４，０００万円（建築一式工事は８，０００万円）以上の専任を求める工事現場の主任技術者又は監理技術者になることができないことに留意すること。
２　現場代理人は、請負代金額が４，０００万円以上の場合は専任となることに留意すること。
（確認資料）事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認資料として、次の資料を提出すること。
1 特定建設業許可通知書の写し及び管工事の許可を有して３年以上であることがわかる書類（例、現在有効な建設業許可通知書及び旧建設業許可通知書の写し）
2 最新の総合評定値通知書（申請中の場合は、総合評定値請求書についても提出）の写し
3 経営業務の管理責任者証明書の写し及び専任技術者証明書の写し
4 施工管理技士合格証等の写し
5 監理技術者資格者証の写し及び登録機関が行う監理技術者講習修了証の写し

6 健康保険被保険者証（所属建設業者名が記載されているものに限る）の写し。ただし、後期高齢者医療制度の加入者については、後期高齢者医療被保険者証の写し及び住民税特別徴収税額の決定・変更通知書（市区町村が作成する「特別徴収義務者用」に限る）の写し。
7 特定建設工事共同企業体協定書
8 会社更生法に基づく更生手続開始の申立又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立がなされている場合、会社更生法に基づく更生計画又は民事再生法に基づく再生計画が裁判所の認可決定を受けたことを証する書面の写し。
9 企業の施工実績の請負契約書の写し。（Ａ４判）

10 　企業の施工実績の工事概要がわかる書類（例､単価金額抜き設計書の写し。（Ａ４判））

11 　配置予定技術者の施工経験の請負契約書の写し。（Ａ４判）

12 　配置予定技術者の施工経験の工事概要がわかる書類（例､単価金額抜き設計書の写し。（Ａ４判））

13 　配置予定技術者の施工経験の担当実績がわかる書類。（例、現場代理人及び主任技術者等選任通知書の写し。（Ａ４判））
※コリンズの登録内容確認書の写し（参加資格要件が確認できるものに限る（Ａ４判））を提出した場合は、９～１３はそれぞれ省略することができる。
	足利市建設工事入札参加資格審査申請の有無
	有　・　無

	地方自治法施行令第167条の4第１項の該当の有無

（契約を締結する能力を有しない者など）
	有　・　無

	地方自治法施行令第167条の4第2項の該当の有無

（入札参加制限）
	有　・　無

	公告日から開札日における足利市の指名停止の有無
	有　・　無

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号若しくは同条第６号又は足利市暴力団排除条例第６条の規定の該当の有無
	有　・　無

	無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員の該当の有無
	有　・　無

	社会保険等の加入状況
	健康保険　　　加入 ・ 未加入 ・ 適用除外
厚生年金保険　加入 ・ 未加入 ・ 適用除外
雇用保険　　　加入 ・ 未加入 ・ 適用除外

	管工事に関する特定建設業又は一般建設業の許可番号及び有効期間
	（特定　　・一般　　）第　　　　号

　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	この工事に配置する監理技術者又は主任技術者の氏名及び資格
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふり),氏)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(がな),名)
	年齢
	
	　　才

	
	法令等による施工管理技士等の級、種類、合格証の番号

	　　　級　　　　　　　　　　施工管理技士
番号(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	その他
の資格

番　号(　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	監理技術者資格者証番号
	

	
	建設業法第７条第１号又は第１５条第１号に規定する経営業務の管理責任者の該当の有無
	有　・　無

	
	建設業法第７条第２号又は第１５条第２号に規定する営業所の専任技術者の該当の有無
	有　・　無

	出　　資　　割　　合
	　　　　　　％

	会社更生法に基づく更生手続開始の申立の有無
	有　・　無

	民事再生法に基づく再生手続開始の申立の有無
	有　・　無

	本工事の設計業務等受託者の株式の100分の50を有し、又はその出資の総額の100分の50を超える出資の有無
	有　・　無

	建設業者の代表権を有する役員が、本工事の設計業務等受託者の代表権を有する役員の兼務の有無
	有　・　無

	本工事に係る一抜け工事落札の有無
	有　・　無

	入札公告３－キに掲げる工事の施工の有無
	有　・　無

	企業の施工実績

	工事（委託）名
	工事（委託）場所
	工事（委託）概要
	請負金額
	工事（委託）期　間
	配置予定技術者

担　当　実　績

	
	
	
	
	
	

	配置予定技術者の施工経験

	工事（委託）名
	工事（委託）場所
	工事（委託）概要
	請負金額
	工事（委託）期　間
	配置予定技術者

担　当　実　績

	
	
	
	
	
	


（注意事項）

１　経営業務の管理責任者及び営業所の専任技術者は、請負代金額が４，０００万円（建築一式工事は８，０００万円）以上の専任を求める工事現場の主任技術者又は監理技術者になることができないことに留意すること。
（確認資料）事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認資料として、次の資料を提出すること。
1 特定建設業又は一般建設業許可通知書の写し及び管工事の許可を有して３年以上であることがわかる書類（例、現在有効な建設業許可通知書及び旧建設業許可通知書の写し）
2 最新の総合評定値通知書（申請中の場合は、総合評定値請求書についても提出）の写し

3 経営業務の管理責任者証明書の写し及び専任技術者証明書の写し

4 施工管理技士合格証等の写し
5 監理技術者資格者証の写し及び登録機関が行う監理技術者講習修了証の写し（監理技術者として配置の場合）。
6 健康保険被保険者証（所属建設業者名が記載されているものに限る）の写し。ただし、後期高齢者医療制度の加入者については、後期高齢者医療被保険者証の写し及び住民税特別徴収税額の決定・変更通知書（市区町村が作成する「特別徴収義務者用」に限る）の写し。
7 会社更生法に基づく更生手続開始の申立又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立がなされている場合、会社更生法に基づく更生計画又は民事再生法に基づく再生計画が裁判所の認可決定を受けたことを証する書面の写し
8 企業の施工実績の請負契約書の写し。（Ａ４判）

9 企業の施工実績の工事概要がわかる書類（例､単価金額抜き設計書の写し。（Ａ４判））

10 　配置予定技術者の施工経験の請負契約書の写し。（Ａ４判）

11 　配置予定技術者の施工経験の工事概要がわかる書類（例､単価金額抜き設計書の写し。（Ａ４判））

12 　配置予定技術者の施工経験の担当実績がわかる書類。（例、現場代理人及び主任技術者等選任通知書の写し。（Ａ４判））

※コリンズの登録内容確認書の写し（参加資格要件が確認できるものに限る（Ａ４判））を提出した場合は、８～１２はそれぞれ省略することができる。
1

